
新旧対照表〔新市基本計画〕 

変更後（新） 変更前（旧） 

岡山市・建部町・瀬戸町 

新 市 基 本 計 画 

岡山市

平成 年 月変更

岡山市・建部町・瀬戸町 

新 市 基 本 計 画 

岡山県南政令市構想

（岡山市・建部町・瀬戸町）合併協議会



変更後（新） 変更前（旧） 

第１章 序論 

２ 計画策定の方針 

 (2) 計画の構成 

この計画は，合併後の新しいまちづくりのための基本方針，基

本方針を実現するための施策，公共的施設の適正配置及び財政計

画をもって構成します。 

  なお，建部町及び瀬戸町の将来に向けた地域づくりに重点を置

くものとし，岡山市地域については「岡山市・御津町・灘崎町 新

市建設計画」を基本とし，これは新市建設計画終了後も本計画の

期間である平成 33 年度まで継続するものとします。

(3) 計画の期間 

  各施策における主な事業及び財政計画期間は，平成 18 年度か

ら平成 33 年度までの 16 か年間とします。

第１章 序論 

２ 計画策定の方針 

(2) 計画の構成 

この計画は，合併後の新しいまちづくりのための基本方針，基

本方針を実現するための施策，公共的施設の適正配置及び財政計

画をもって構成します。 

  なお，建部町及び瀬戸町の将来に向けた地域づくりに重点を置

くものとし，岡山市地域については「岡山市・御津町・灘崎町 新

市建設計画」を基本とします。

(3) 計画の期間 

  各施策における主な事業及び財政計画期間は，平成１８年度か

ら平成２７年度までの１０か年間とします。 



変更後（新） 変更前（旧）

第３章 主要指標の見通し 

 (1) 国の推計人口を上回る国勢調査人口

平成15年12月に示された「日本の市区町村別将来推計人口」（国

立社会保障・人口問題研究所）によると，わが国の人口は将来的

には減少していくと予測されています。

この推計では，新市の平成22年人口は689,364人（以下この章

において「22推計値」という。）と推計されていましたが，平成

22年国勢調査結果では，１市２町の合計人口は709,584人となっ

ており，22推計値に対し，20,220人，約2.9％上回っています。

これは，新市が政令指定都市として，また広域圏の中枢拠点都

市として，中枢管理機能や高等教育機関等の集積を背景に，人口

の社会増が反映したものと考えられます。

平成22年国勢調査結果から   （単位：人）

岡山市 建部町 瀬戸町 新 市 計 

688,294 6,075 15,215 709,584

［参考］「日本の市区町村別将来推計人口」からみた新市の推計人口

別表①のとおり

第３章 主要指標の見通し 

(1) 国の推計人口を上回る国勢調査人口

平成15年12月に示された「日本の市区町村別将来推計人口」（国

立社会保障・人口問題研究所）によると，わが国の人口は将来的

には減少していくと予測されていますが，新市においては，建部

町では減少傾向にあるものの岡山市，瀬戸町では増加し，当面は

増加傾向で推移すると推計されています。

この推計では，新市の平成17年人口は684,448人（以下この章に

おいて「17推計値」という。）と推計されていましたが，平成17

年国勢調査結果速報では，１市２町の合計人口は696,026人（以

下この章において「17国調速報値」という。）となっており，17

推計値に対し，11,578人，約1.7％上回っています。

これは，岡山県の県都としての中枢管理機能や高等教育機関等

の集積を背景に，人口の社会増が映したものと考えられ，この傾

向は，新市においても継続するものと推測されます。

平成17年国勢調査結果速報から   （単位：人）

岡山市 建部町 瀬戸町 新 市 計 

674,605 6,521 14,900 696,026

［参考］「日本の市区町村別将来推計人口」からみた新市の推計人口

別表①’のとおり



変更後（新） 変更前（旧） 

(2) 政令指定都市へ移行

岡山市は，平成21年４月１日に政令指定都市へ移行し，平成22

年国勢調査結果では，政令指定都市の人口の目安とされる70万人

を超えました。

別表②’削除

第５章 新市の施策 

４ 快適で，ゆとりある，魅力的都市空間の創出

①～④     （略）

【具体的施策】

施策の目標 主要施策 主 要 事 業 

総合交通体系の整

備

広域幹線道路網の整

備

・地域高規格道路（美作岡山道路）

・県道（建部大井線，久米建部線，

一日市瀬戸線，西大寺山陽線）

(2) 新市の人口は７０万人を超える見込み

17国調速報値に基づいて新市の将来人口を独自に推計すると，

平成19年～平成21年に政令指定都市の人口の目安とされる７０

万人を超えると見込まれます。

別表②’のとおり

第５章 新市の施策 

４ 快適で，ゆとりある，魅力的都市空間の創出

①～④     （略）

【具体的施策】

施策の目標 主要施策 主 要 事 業 

総合交通体系の整

備

広域幹線道路網の整

備

・地域高規格道路（美作岡山道路）

［県事業］

・県道（建部大井線，久米建部線，

一日市瀬戸線，西大寺山陽線）

［県事業］



変更後（新） 変更前（旧） 

第７章 財政計画 

新市における財政計画は，新市の持続的な発展に向けて新市基本

計画に記載した主要事業を着実に推進するために，今後の財政見通

しを明らかにするものです。

 当初，本計画の作成に当たっては，平成17年度の決算額及び平成

18年度見込みを基に過去の実績による伸び率等を勘案し，合併後の

10年間（平成18年度から平成27年度まで）について普通会計をベー

スに作成しました。

計画変更に当たっては，期間を６年間延長し，合併後の16年間（平

成18年度から平成33年度まで）について普通会計をベースに作成し

ています。

具体的には，平成18年度から24年度までの数値は，それぞれの年

度の決算数値であり，平成25年度から平成33年度までの数値は，計

画変更時点における決算額及び見込額を基に過去の実績等を勘案

して見込んでいます。

なお，単年度ごとの収支の均衡を図るため，行財政改革による節

減，大規模事業の進度調整や財源調整のための基金からの繰入を見

込み推計しています。

 平成25年度からの歳入歳出の基本的な考え方は次のとおりです。

第７章 財政計画 

新市における財政計画は，新市の持続的な発展に向けて新市基本

計画に記載した主要事業を着実に推進するため，今後の財政見通し

を明らかにするものです。 

 作成に当たっては，平成18年度見込みを基に，国の試算，過去の

実績による伸び率を勘案し，合併後の10年間（平成18年度から平成

27年度まで）について普通会計をベースに作成しています。

 また，合併によるスケールメリット，２町の中核市等移行関連経

費，住民負担の調整，国・県による合併に伴う財政支援等を見込ん

で推計しています。

 なお，歳入歳出の基本的な考え方は次のとおりです。



変更後（新） 変更前（旧）

１ 設定条件

（歳 入）

 ① 地方税・地方譲与税・各種交付金 

  内閣府の「経済財政の中長期試算」を参考に，現行制度で推

計しています。

② 地方交付税

  財務省の「平成25年度予算の後年度歳出・歳入への影響試算」

を参考に推計しています。

 ③ 繰入金

 収支が不足する場合，財源調整のための基金から繰入金を見

込んで推計しています。

１ 設定条件

（歳 入）

 ① 地方税・地方譲与税・各種交付金 

  現行制度を基本として，財務省の「平成18年度予算の後年度

歳出・歳入への影響試算」等を参考に推計しています。

 ただし２町では，都市計画税及び事業所税は，合併年度及び

これに続く５か年度について，課税免除，建部町の入湯税は岡

山市の税率への統一，瀬戸町の水利地益税は廃止が決定されて

いるため，これにより推計しています。

② 地方交付税

地方交付税については，基準年度の額で据え置いています。

 ただし，臨時財政対策債は地方交付税の不足額について発行

が認められていること，元利償還金の全額が交付税算入される

ことから，地方交付税の推計額に臨時財政対策債の償還額を上

乗せして推計しています。

また，普通交付税の算定の特例（合併算定替），合併に伴う

国の財政支援及び合併推進債の交付税算入額を見込んで推計し

ています。

 ③ 国・県支出金

現行制度を基本として，過去の実績を勘案し，新市基本計画

記載事業の実施に伴う補助金や，合併に伴い特例的に措置され

る補助金等を見込んで推計しています。

④ 繰入金

 過去の実績や基金残高を勘案し，財源調整のための基金等か

らの基金繰入金を見込んで推計しています。



変更後（新） 変更前（旧） 

④ その他特定財源 

  今後見込まれる経費に過去の歳出の財源割合を乗じるなど

して推計しています。

（歳 出）

 ① 義務的経費（人件費，扶助費，公債費）

 人件費は，平成25年度見込を基礎に，各年度の人員削減の影

響と退職見込者数を勘案し推計しています。

 扶助費は，平成25年度見込を基礎に，過去の伸び率等を参考

に推計しています。

 公債費は，既発債の償還予定額に今後予定される地方債の発

行に伴う償還予定額を加算し推計しています。

⑤ 地方債

  新市基本計画に基づく事業及びその他の投資的事業の財源と

して地方債の発行額を推計し，さらに臨時財政対策債，減税補

てん債を見込んで推計しています。

 また，建部地域においては，建部町過疎地域自立促進計画に

基づき，過疎対策事業債を充当しています。

⑥ その他の歳入

 その他の特定財源については，今後見込まれる経費に過去の

歳出の財源割合を乗じるなどして推計しています。

 なお，２町の中核市等移行関連収入等を見込んで推計してい

ます。

（歳 出）

 ① 人件費

 過去の実績等を勘案し，合併による特別職・議員の減員と一

般職員のスケールメリットによる合理化及び事務移譲による増

員を見込んで推計しています。

 なお，一般職員については，平成21年度までは各市町におい

て計画されている定員削減計画を見込んでいます。

 ② 扶助費

 過去の実績等から今後の見込みを推計するとともに，２町の

中核市等移行関連経費などを見込んで推計しています。

③ 公債費

 合併前の地方債の償還予定額に，今後予定される地方債（合



変更後（新） 変更前（旧）

② 消費的経費（物件費，維持補修費，補助費等）

 平成25年度見込を基礎に，平成26年度以降を推計しています

が，収支の均衡を図るため，行政改革による節減を反映してい

ます。

③ 投資的経費（普通建設事業費）

  普通建設事業費の大規模事業分は個々の事業費を積み上げ

ていますが，収支の均衡を図るため，進度調整して推計してい

ます。

④ その他経費（積立金，投資・出資・貸付金，繰出金）

   平成25年度見込を基礎に，平成26年度以降を推計しています

が，投資・出資金，繰出金は，下水道・国民健康保険・介護保

険・後期高齢医療会計の個々の見込み等を勘案し推計していま

す。

２ 財政計画（平成18年～平成33年）

別表③のとおり

併推進債，臨時財政対策債，減税補てん債及びその他の地方債）

の発行に伴う償還予定額を加算し，推計しています。

 ④ 消費的経費（物件費，維持補修費，補助費等）

  過去の実績等を勘案し，合併による臨時的経費，２町の中核

市等移行関連経費等を見込んで推計しています。

⑤ 投資的経費（普通建設事業費）

 過去の実績を勘案し，それに新市基本計画に基づく事業及び

その他の経常的な普通建設事業費を見込んで推計しています。

⑥ その他経費（積立金，投資・出資・貸付金，繰出金）

これらの経費については，過去の実績等を勘案し推計してい

ます。

  繰出金については，過去の実績等を勘案するとともに，下水

道会計などへの繰出金を個別に算出して推計しています。

２ 財政計画（平成18年～平成27年）

別表③’のとおり



変更後（新） 

別表①

［参考］「日本の市区町村別将来推計人口」からみた新市の推計人口

（国立社会保障・人口問題研究所，平成15年12月推計資料）

区 分 平成17年 平成22年 平成27年 平成32年 平成37年

岡 山 市 662,785 667,906 668,054 663,080 654,530

建 部 町 6,630 6,242 5,838 5,426 5,039

各

市

町 瀬 戸 町 15,032 15,216 15,249 15,133 14,870

新 市 計 684,447 689,364 689,141 683,639 674,439

伸び率(％) 100.7 100.0 99.2 98.7



変更前（旧） 

別表①’
［参考］「日本の市区町村別将来推計人口」からみた新市の推計人口

（国立社会保障・人口問題研究所，平成15年12月推計資料）

区 分 平成17年 平成22年 平成27年

岡 山 市 662,786 667,907 668,054

建 部 町 6,629 6,243 5,839

各

市

町 瀬 戸 町 15,033 15,215 15,249

新 市 計 684,448 689,365 689,142

伸び率(％) 100.7 99.9

別表②’

701,026 700,799

722,153
713,088

696,026

674,375

660,000

680,000

700,000

720,000

740,000

760,000

平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年

（人）

 平成17年

 国勢調査速報値

新市の将来人口

① 17国調速報値及び国の推計からみた将来人口（点線）

17国調速報値を基礎に「日本の市区町村別将来推計人口」（国立社会保障・人口問題研

究所，平成15年12月推計資料）における伸び率を用いて推計

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年

696,026 697,026 698,026 699,026 700,026 701,026 700,981 700,935 700,890 700,844 700,799 

① 17国調速報値及び国の推計システムからみた将来人口（破線）

17国調速報値及び平成17年12月末時点での１市２町の住民基本台帳人口の年齢階層別

割合を基礎とし，国立社会保障・人口問題研究所の小地域簡易将来推計人口システムを

用いて推計

平成17年 平成18年 平成19年 平成20年 平成21年 平成22年 平成23年 平成24年 平成25年 平成26年 平成27年 

696,026 699,438 702,851 706,263 709,676 713,088 714,901 716,714 718,527 720,340 722,153



２　財政計画（平成18年度～平成33年度）

(歳　　　入) （単位：百万円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

106,140 112,541 113,411 108,573 108,777 109,152 108,088 108,575 109,801 109,894 111,386 113,142 112,229 112,813 113,425 112,492

7,088 2,595 2,536 3,264 3,237 3,116 2,988 2,716 2,773 2,852 2,909 2,979 2,979 2,979 2,979 2,979

12,590 10,432 9,950 15,297 15,143 15,038 14,267 14,149 14,429 14,819 15,097 15,443 15,443 15,443 15,443 15,443

31,222 28,026 28,600 33,324 34,990 31,983 30,524 28,900 28,900 28,033 27,164 27,164 27,164 27,164 27,164 27,164

2,980 2,989 3,031 3,071 3,506 3,162 3,245 3,086 3,341 3,468 3,665 3,864 3,997 3,950 4,003 4,058

6,281 6,247 6,411 6,869 7,045 7,011 6,996 7,067 7,028 7,022 7,016 7,010 7,004 6,998 6,992 6,986

32,502 36,197 35,376 52,309 52,785 53,493 54,125 56,630 56,320 66,786 70,827 74,385 68,689 71,068 73,161 75,095

462 596 964 582 384 444 1,590 560 560 560 560 560 560 1,680 2,860 2,290

11 3 9 2 4 25 40 22 22 22 22 22 22 22 22 22

4,608 6,544 6,279 2,593 1,013 739 723 2,369 6,799 6,941 7,668 6,431 580 580 580 580

3,562 2,319 2,227 2,221 3,377 5,575 4,740 3,353 27 27 27 27 27 27 27 27

2,572 2,255 2,003 3,624 3,739 3,759 3,905 4,839 3,626 3,647 3,669 3,693 3,698 3,704 3,710 3,715

19,185 20,921 19,194 20,117 27,040 30,937 31,062 40,947 43,961 40,499 39,920 48,777 35,220 31,661 29,583 31,185

229,203 231,664 229,990 251,846 261,039 264,434 262,293 273,212 277,586 284,570 289,929 303,498 277,612 278,089 279,949 282,037

諸収入

地方債

歳入合計

財産収入

寄附金

繰入金

繰越金

地方交付税

分担金・負担金

使用料・手数料

国・県支出金

区　　分

地方税

地方譲与税

交付金

別表③ 新（新市基本計画）



(歳　　　出) （単位：百万円）

平成18年度 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度 平成33年度

129,885 131,329 131,134 134,527 145,005 147,857 147,783 153,743 153,835 157,754 162,751 168,261 170,717 171,920 173,886 176,121

人件費 49,312 49,447 47,512 45,628 44,821 44,531 43,868 46,031 43,505 44,009 44,118 43,507 43,785 42,869 42,515 42,395

扶助費 41,091 43,300 44,943 50,699 62,564 66,067 66,802 71,730 76,249 81,053 86,159 91,587 92,961 94,355 95,771 97,207

公債費 39,482 38,582 38,679 38,200 37,620 37,259 37,113 35,981 34,080 32,692 32,474 33,166 33,971 34,695 35,599 36,518

36,132 37,309 36,140 50,690 49,021 49,768 49,222 56,686 49,370 49,918 49,901 47,838 46,338 44,838 43,838 41,838

物件費 24,460 24,341 25,078 25,656 25,580 26,352 26,079 29,884 29,630 29,932 29,942 28,232 27,232 26,232 25,232 23,732

維持補修費 2,814 2,653 2,411 3,010 3,463 3,595 3,607 3,765 3,765 3,765 3,765 3,765 3,765 3,765 3,765 3,765

補助費等 8,857 10,316 8,651 22,024 19,978 19,821 19,536 23,038 15,975 16,221 16,195 15,842 15,342 14,842 14,842 14,342

27,930 27,457 27,549 29,692 33,777 30,968 31,119 37,730 49,425 51,033 50,962 60,294 32,596 32,107 31,856 32,854

普通建設事業費 27,789 27,420 27,549 29,683 33,777 30,795 30,686 37,730 49,425 51,033 50,962 60,294 32,596 32,107 31,856 32,854

30,737 31,142 30,345 30,861 22,560 27,001 27,805 25,053 24,956 25,866 26,314 27,105 27,960 29,224 30,368 31,225

積立金 947 561 565 886 834 3,742 3,966 203 203 203 203 203 203 203 203 203

投資・出資・貸付金 1,929 1,490 1,356 1,229 2,529 2,589 2,251 2,106 1,786 2,016 1,745 1,800 1,876 2,342 2,640 2,630

繰出金 27,862 29,091 28,424 28,746 19,198 20,670 21,589 22,743 22,967 23,647 24,366 25,101 25,881 26,679 27,525 28,391

224,684 227,238 225,169 245,769 250,364 255,594 255,930 273,212 277,586 284,570 289,929 303,498 277,612 278,089 279,949 282,037

13,329 9,998 7,645 8,847 11,473 19,590 27,387 25,772 19,552 13,190 6,102 250 250 250 250 250

323,156 311,786 298,081 285,359 279,233 277,647 276,054 285,524 299,418 311,415 323,251 343,470 349,633 351,728 350,881 350,732

285,317 271,756 257,025 241,564 224,180 210,291 195,517 190,515 189,961 188,051 186,816 194,626 189,439 181,222 170,795 161,828

※　百万円単位の端数処理により、各項目の合計は一致しないことがある。

※　数値は，旧岡山市，御津町，灘崎町，建部町，瀬戸町を含んだ数値である。

地方債残高
(臨時財政対策債を除く)
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新（新市基本計画）



旧（新市基本計画）
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旧（新市基本計画）


